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予
算
規
模
は
７
４
０
億
円
で
、

前
年
度
に
比
べ
て
11
億
３
千
万

円
（
１
・
５
％
）
の
減
と
な
り

ま
し
た
。

　
財
源
は
、
法
人
市
民
税
や
市

た
ば
こ
税
な
ど
の
市
税
の
増
収

を
見
込
み
、
財
政
調
整
基
金
か

ら
の
繰
入
金
や
臨
時
財
政
対
策

債
の
発
行
な
ど
の
他
、
国
・
県

補
助
金
な
ど
の
積
極
的
な
活
用

に
よ
っ
て
財
源
確
保
に
努
め
ま

し
た
。

　
主
な
ハ
ー
ド
事
業
と
し
て
は
、

新
市
民
会
館
建
設
事
業
、（
仮

称
）
太
田
市
保
健
セ
ン
タ
ー
建

設
事
業
、
消
防
救
急
無
線
デ
ジ

タ
ル
化
整
備
事
業
、
小
・
中
学

校
空
調
設
備
設
置
事
業
、（
仮

称
）
中
島
知
久
平
記
念
地
域
交

流
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業
、
運
動

公
園
陸
上
競
技
場
改
修
事
業
な

ど
で
あ
り
、
ソ
フ
ト
事
業
は
、

新
た
に
小
・
中
学
校
給
食
費
助

成
を
含
め
た
第
３
子
以
降
子
育

て
支
援
事
業
、
救
急
医
療
対
策

事
業
、
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
支
援

事
業
、
１
％
ま
ち
づ
く
り
事
業
、

太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
導
入
報

奨
金
な
ど
を
計
上
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
新
た
に
太
陽
光
発
電

事
業
特
別
会
計
を
設
置
し
「
太

陽
光
発
電
推
進
の
ま
ち
　
お
お

た
」
の
具
現
化
を
推
進
し
ま
す
。

平
成
25
年
度
当
初
予
算

安
全
安
心
事
業
へ
の
重
点
配
分

救
急
医
療
対
策
（
市
内
指
定
救

急
病
院
に
対
す
る
運
営
費
・
施

設
整
備
へ
の
補
助
）、
消
防
救

急
無
線
デ
ジ
タ
ル
化
整
備
事
業
、

交
通
安
全
対
策
事
業

教
育
文
化
環
境
の
整
備
充
実
に

向
け
た
取
り
組
み
　
沢
野
小
学

校
の
増
改
築
、
新
市
民
会
館
建

設
事
業

少
子
化
対
策
等
政
策
的
課
題
へ

の
取
り
組
み
　
第
３
子
以
降
子

育
て
支
援
事
業
（
給
食
費
助
成

を
含
む
）、
乳
幼
児
健
診
新
シ

ス
テ
ム
の
導
入

「
市
民
満
足
度
調
査
結
果
」
の

予
算
へ
の
反
映

　
生
活
道
路
の

新
設
改
良
、
国
保
特
定
検
診
無

料
化
の
新
規
導
入
、
各
種
検
診

の
１
コ
イ
ン
化
、
事
務
事
業
の

見
直
し
に
よ
る
歳
出
削
減

枠
配
分
方
式
に
よ
る
予
算
編
成

予
算
の
特
徴

予
算
の
特
徴

重
点
施
策

重
点
施
策

と
事
務
事
業
の
見
直
し
に
よ
る

歳
出
削
減
　
新
田
な
な
く
さ
地

域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
の
指
定

管
理
制
度
へ
の
移
行
、
紙
ご
み

回
収
制
度
変
更
に
伴
う
委
託
料

の
節
減

国
・
県
の
施
策
に
対
応
し
た
予

算
編
成
　
児
童
手
当
、
緊
急
雇

用
創
出
事
業

教
育
文
化
の
向
上

学
習
環
境
の
整
備
　
全
て
の
小
・

中
学
校
の
普
通
教
室
に
エ
ア
コ

ン
を
設
置
す
る
他
、
生
徒
増
に

対
応
す
る
た
め
に
毛
里
田
小
の

校
舎
を
増
築
、
老
朽
化
し
た
中

央
小
給
食
室
を
改
築
す
る

少
子
化
対
策

　
第
３
子
以
降
の

保
育
園
・
幼
稚
園
の
保
育
無
料

化
や
小
・
中
学
校
給
食
費
の
助

成
な
ど
保
護
者
負
担
の
軽
減
を

図
っ
て
子
ど
も
を
産
み
育
て
る

環
境
整
備
に
引
き
続
き
取
り
組
む

新
市
民
会
館
　
平
成
28
年
度
中

の
完
成
を
目
指
し
て
引
き
続
き

実
施
設
計
を
進
め
る

生
き
が
い
づ
く
り
や
学
習
意
欲

の
向
上
　
各
行
政
セ
ン
タ
ー
を

中
心
に
生
涯
学
習
事
業
を
展
開
、

中
・
高
年
齢
者
を
対
象
に
地
域

の
特
性
に
応
じ
た
事
業
を
推
進

き
め
細
や
か
な
教
育
　
お
お
た

ん
教
育
支
援
隊
に
よ
る
個
別
指

導
や
外
国
人
児
童
生
徒
に
対
す

る
日
本
語
指
導
を
引
き
続
き
実
施

運
動
施
設
の
整
備
　
運
動
公
園

野
球
場
な
ど
の
体
育
施
設
の
耐

震
診
断
・
改
修
を
計
画
的
に
進

め
る
他
、
運
動
公
園
サ
ッ
カ
ー
・

ラ
グ
ビ
ー
場
に
観
覧
席
を
設
置

福
祉
健
康
の
増
進

救
急
医
療
対
策

　
指
定
救
急
病

院
の
運
営
補
助
や
施
設
整
備
へ

の
補
助
、
夜
間
診
療
事
業
な
ど

に
引
き
続
き
取
り
組
む

福
祉
施
設
の
整
備
　
放
課
後
児

童
ク
ラ
ブ
室
や
民
間
保
育
園
施

設
の
整
備
（
補
助
）
に
取
り
組
む

（
仮
称
）
太
田
市
保
健
セ
ン
タ
ー

の
建
設
　
市
民
の
健
康
づ
く
り

の
拠
点
と
し
て
建
設
を
引
き
続

き
進
め
る

幼
少
期
の
健
康
増
進
　
新
た
に

不
活
化
ポ
リ
オ
、
四
種
混
合
ワ

ク
チ
ン
の
予
防
接
種
事
業
を
実

施
す
る
他
、
乳
幼
児
の
発
達
を

一
定
期
間
管
理
す
る
た
め
に
乳

幼
児
健
診
新
シ
ス
テ
ム
を
導
入

す
る

高
齢
者
向
け
Ｆ
Ｍ
番
組
放
送

　

高
齢
者
が
明
る
く
元
気
に
過
ご

せ
る
よ
う
タ
イ
ム
リ
ー
な
情
報

提
供
を
行
う

市税
339億8 ,141万9千円
45 . 9%  

市税
339億8 ,141万9千円
45 . 9%  

地方譲与税
8億2 , 000万1千円
1 . 1%   

地方譲与税
8億2 , 000万1千円
1 . 1%   

国庫支出金
86億3 , 727万4千円
11 . 7%   

国庫支出金
86億3 , 727万4千円
11 . 7%   

県支出金
54億2 , 993万9千円
7 . 3%   

県支出金
54億2 , 993万9千円
7 . 3%   

繰入金
19億7 , 198万9千円
2 . 7%   

繰入金
19億7 , 198万9千円
2 . 7%   

諸収入
42億1 , 387万円
5 . 7%   

諸収入
42億1 , 387万円
5 . 7%   

市債
77億9 , 280万円
10 . 5%    

市債
77億9 , 280万円
10 . 5%    

総務費
83億9 , 915万5千円
11 . 4%   

総務費
83億9 , 915万5千円
11 . 4%   

民生費
253億2 , 245万円
34 . 2%

民生費
253億2 , 245万円
34 . 2%

商工費
30億4 , 861万5千円
4 . 1%   

商工費
30億4 , 861万5千円
4 . 1%   

土木費
64億6 , 880万8千円
8 . 7%   

土木費
64億6 , 880万8千円
8 . 7%   

消防費
37億993万9千円
5 . 0%   

消防費
37億993万9千円
5 . 0%   

教育費
102億3 , 434万4千円
13 . 8%  

教育費
102億3 , 434万4千円
13 . 8%  

公債費
86億5 , 052万円 
11 . 7%  

公債費
86億5 , 052万円 
11 . 7%  

歳入
740億円
歳入

740億円
歳出

740億円
歳出

740億円

地方交付税
42億円
5 . 7% 

地方交付税
42億円
5 . 7% 

地方消費税交付金
22億円
3 . 0%   

地方消費税交付金
22億円
3 . 0%   

使用料および手数料
18億4 , 385万5千円
2 . 5%   

使用料および手数料
18億4 , 385万5千円
2 . 5%   

議会費
5億1, 258万2千円　0 . 7%   
議会費
5億1, 258万2千円　0 . 7%   

諸支出金など
1億2,107万4千円　0 . 2%  
諸支出金など
1億2,107万4千円　0 . 2%  

農林水産業費
14億2 , 550万4千円
1 . 9%  

農林水産業費
14億2 , 550万4千円
1 . 9%  

労働費
3億3 , 768万8千円
0 . 5%  

労働費
3億3 , 768万8千円
0 . 5%  

衛生費
57億6 , 932万1千円
7 . 8%   

衛生費
57億6 , 932万1千円
7 . 8%   

平成25年度一般会計予算額構成比平成25年度一般会計予算額構成比

分担金および負担金
19億624万6千円
2 . 6%   

分担金および負担金
19億624万6千円
2 . 6%   

その他
10億260万7千円　1 . 3%  
その他
10億260万7千円　1 . 3%  

市民一人当たりに使われるお金市民一人当たりに使われるお金

年間：335 , 313円
人口：220 , 689人（H25年2月末現在）

●その他 2 , 870円

●公債費 39 , 198円
借りたお金を返すために使われます

●消防費 16 , 811円
消防活動や災害を防ぐために使われます

●土木費 29 , 312円
道路や河川、公園などの整備に使われます

●商工費 13 , 814円
商工業の発展や観光のために使われます

●農林水産業費 6 , 459円
農業の発展や土地改良のために使われます

●労働費 1 , 530円
働く人たちのために使われます

●衛生費 26 , 142円
ごみ・し尿処理や予防接種などに使われます

●総務費 38 , 059円
市役所の全般的な事務に使われます

●民生費 114 , 743円
幼児やお年寄り、体の不自由な人のために使
われます

●教育費 46 , 375円
小、中、高等学校の経費や市民の学習・文化
活動に使われます

「
人
と
自
然
に
や
さ
し
い
、
笑
顔
で
暮
ら
せ
る
ま
ち
太
田
」

主　要　事　業（目的別）

　
25
年
度
当
初
予
算
は
、
新
生

太
田
総
合
計
画
の
第
７
次
実
施

計
画
を
基
本
に
、
消
防
救
急
無

線
デ
ジ
タ
ル
化
整
備
事
業
な
ど

の
安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り
事

業
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
引

き
続
き
沢
野
小
の
増
改
築
事
業

や
新
市
民
会
館
の
建
設
事
業
な

ど
、
主
要
事
業
に
取
り
組
む
た

め
の
予
算
と
し
ま
し
た
。

分　野 事　業　名 事　業　費

新太田市づ
くりが最終
段階へ

新市民会館建設事業（設計など） 1億2 , 842万3千円
小中学校空調設備（エアコン）設置事業 9億7 , 774万5千円
消防救急無線デジタル化整備事業 3億5 , 000万円
（仮称）太田市保健センター建設事業 6億5 , 686万6千円
沢野小学校校舎等増改築事業 10億733万1千円

教育文化の
向上

毛里田小学校校舎増築事業 2億2 , 220万円
第3子以降子育て支援事業（給食費助成含む） 3億254万1千円
中央小学校給食室改築事業 1億2 , 825万円
（仮称）中島知久平記念地域交流センター整備事業 7 , 800万円
生徒指導充実事業（おおたん教育支援隊含む）1億3 , 223万8千円

福祉健康の
増進

児童手当 42億834万円
民間児童福祉施設整備費補助金
（あすなろ保育園、大原南保育園） 3億527万5千円

高齢者向けＦＭ番組放送委託事業 250万円
予防接種事業（不活化ポリオなどのワクチン
接種分を含む） 5億7 , 735万4千円

市民健康診断事業（自己負担1コイン化含む） 4億6 , 377万5千円
母子保健事業（乳幼児健診新システム導入含む）2億3 , 743万6千円

生活環境の
整備

住宅リフォーム支援事業補助金 1億円
交通安全対策事業（通学路整備含む） 8 , 260万円
道路維持補修事業 1億3 , 388万1千円
河川新設改良事業（排水対策など） 2億500万円
（仮称）沢野分署建設事業 1億9 , 896万6千円
太陽光発電システム導入報奨金 2 , 900万円

産業経済の
振興

農業体質強化基盤整備促進事業（水路工事など） 6 , 800万円
県営土地改良事業等負担金（世良田地区など）1億6 , 929万3千円
農業機械購入助成事業費補助金 500万円
企業進出意向調査委託事業 100万円
太田さくら工業団地法面用地取得助成金 2 , 023万6千円
制度融資資金貸付事業（経営安定資金融資貸
付金など） 25億9 , 844万円

都市基盤の
整備

都市計画道路整備事業（東矢島南北線など） 2億1 , 700万円
道路新設改良事業（陳情対応の道路改良工事など） 1億7 , 000万円
太田駅南口広場整備事業 1 , 100万円
北部運動公園夜間照明・防犯カメラ整備事業 2 , 200万円
（仮称）南矢島中央公園整備事業 6 , 230万円
（仮称）鳥之郷南市営住宅建設事業 4億8 , 963万9千円

行財政の
推進

新田庁舎保全改修事業 1億円
1％まちづくり事業（地域生活環境整備工事費、
原材料費を含む） 1億5 , 000万円

地区集会所新増築等補助金 1, 429万3千円
公共施設等マネジメントシステム策定事業 200万円
婚活支援事業 100万円

※第３子以降子育て支援事業には、保育料無料化による歳入減免1億3 , 810万8
　千円が含まれています。
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問
い
合
わ
せ

財
政
課

47-

１
８
１
６

歳
入
歳
入

予
算
の
特
徴

予
算
の
特
徴

重
点
施
策

重
点
施
策

生
活
環
境
の
整
備

清
掃
施
設
老
朽
化
へ
の
対
応　

計
画
的
な
補
修
工
事
や
清
掃
施

設
の
広
域
化
を
目
指
し
た
取
り

組
み
を
継
続
す
る

消
防
・
防
災　

消
防
救
急
無
線

デ
ジ
タ
ル
化
整
備
事
業
に
工
事

着
手
す
る
他
、
引
き
続
き
（
仮

称
）
沢
野
分
署
建
設
事
業
に
取

り
組
む
。
ま
た
、
消
防
車
両
や

救
急
車
両
な
ど
の
更
新
を
計
画

的
に
進
め
る

道
路
環
境
の
整
備　

生
活
道
路

な
ど
の
維
持
整
備
や
狭
あ
い
道

路
の
整
備
、
幹
線
水
路
の
整
備

に
努
め
る
と
と
も
に
、
通
学
路

対
策
を
拡
大
し
た
交
通
安
全
対

策
に
取
り
組
む

災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り　

引

き
続
き
木
造
住
宅
耐
震
診
断
・

耐
震
改
修
補
助
事
業
に
取
り
組
む

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
支
援
事
業　

市
内
建
設
事
業
者
な
ど
へ
の
支

援
と
住
宅
環
境
改
善
の
推
進
を

行
う

産
業
経
済
の
振
興

地
域
産
学
官
連
携
も
の
づ
く
り

研
究
機
構
と
の
連
携　

地
域
産

業
の
基
盤
強
化
と
活
性
化
に
向

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ24 Ｈ25

（億円）

※臨時財政対策債=地方交付税の代わりに地方自治体が借り入れるお金です。
※通常債=建設事業のために借り入れるお金です。

市債（借入） 公債費（償還元金）  

臨時財政対策債 
通常債 

け
た
取
り
組
み
を
引
き
続
き
行
う

進
出
企
業
へ
の
助
成　

太
田
さ

く
ら
工
業
団
地
に
進
出
す
る
企

業
に
対
し
て
法の

り

面
用
地
取
得
助

成
を
引
き
続
き
行
う

景
気
対
策　

中
小
企
業
の
経
営

を
安
定
さ
せ
る
た
め
に
引
き
続

き
制
度
融
資
資
金
貸
付
事
業
に

取
り
組
む

太
陽
光
発
電
事
業　

新
た
に
特

別
会
計
を
設
け
て
運
営
管
理
し

て
「
太
陽
光
の
ま
ち
お
お
た
」

を
よ
り
広
く
Ｐ
Ｒ
す
る

土
地
改
良
・
農
業
振
興　

県
営

土
地
改
良
事
業
や
小
規
模
土
地

改
良
事
業
な
ど
を
実
施
す
る
と

と
も
に
、
引
き
続
き
国
営
農
地

防
災
施
設
の
維
持
管
理
事
業
に

取
り
組
む
。
ま
た
、
国
・
県
の

制
度
を
活
用
し
て
新
規
就
農
者

の
育
成
と
農
地
の
流
動
化
を
促

進
す
る
と
と
も
に
、
引
き
続
き

農
業
機
械
の
購
入
費
補
助
を
行
う

都
市
基
盤
の
整
備

幹
線
道
路
の
整
備　

東
毛
幹
線

を
は
じ
め
と
す
る
各
路
線
の
整

備
を
進
め
、
都
市
機
能
の
充
実

を
図
る

太
田
駅
南
口
広
場
の
整
備　

太

田
市
の
玄
関
口
に
ふ
さ
わ
し
い

広
場
の
整
備
を
進
め
る

土
地
区
画
整
理
事
業　

東
矢
島
、

宝
泉
南
部
、
太
田
駅
周
辺
と
尾

島
東
部
の
４
地
区
の
整
備
を
行
う

公
園
の
整
備　

北
部
運
動
公
園

で
の
「
お
お
た
芝
桜
ま
つ
り
」

「
お
お
た
イ
ル
ミ
ネ
ー
シ
ョ
ン
」

に
継
続
し
て
取
り
組
む
と
と
も

に
、
八
王
子
丘
陵
の
遊
歩
道
整

備
に
取
り
組
む

市
営
住
宅
の
建
設　
（
仮
称
）

鳥
之
郷
南
市
営
住
宅
の
建
設
、

既
設
公
営
住
宅
の
改
善
を
計
画

的
に
行
う

行
財
政
の
推
進

ま
ち
づ
く
り　
「
ま
ち
づ
く
り

基
本
条
例
」
の
目
標
の
実
現
に

向
け
た
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る

と
と
も
に
「
１
％
ま
ち
づ
く
り

事
業
」
に
引
き
続
き
取
り
組
む

行
政
改
革　
「
生
活
者
起
点
」

「
市
民
の
目
線
で
考
え
る
」
行

政
運
営
を
徹
底
す
る
と
と
も
に
、

定
員
適
正
化
計
画
に
基
づ
き
職

員
の
減
員
を
行
い
人
件
費
の
縮

減
に
努
め
る
。
ま
た
Ｉ
Ｓ
Ｏ
、

行
政
評
価
シ
ス
テ
ム
、
バ
ラ
ン

ス
シ
ー
ト
の
運
用
を
通
し
て
、

太
田
市
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ

ム
と
し
て
質
の
高
い
効
率
的
な

行
政
運
営
に
努
め
る

庁
舎
改
修　

尾
島
庁
舎
等
施
設

改
修
事
業
を
引
き
続
き
進
め
る

他
、
耐
震
を
中
心
と
し
た
新
田

庁
舎
保
全
改
修
事
業
に
取
り
組
む

市
税

　

軽
自
動
車
税
・
入
湯
税
お
よ

び
都
市
計
画
税
含
む
市
税
全
体

で
は
、
１
・
４
％
（
４
億
５
４

１
８
万
５
千
円
）
の
増
を
見
込
む

個
人
市
民
税
（
現
年
課
税
分
）

　

給
与
所
得
の
税
収
減
を
見
込

む
な
ど
し
た
結
果
、
前
年
度
比

１
・
１
％
（
１
億
１
６
１
２
万

７
千
円
）
の
減
を
見
込
む

法
人
市
民
税
（
現
年
課
税
分
）

　

輸
送
機
器
関
連
企
業
な
ど
製

造
業
全
体
が
好
調
で
あ
り
、
他

の
業
種
も
堅
調
で
あ
る
こ
と
か

ら
前
年
度
比
13
・
３
％
（
３
億

８
９
３
１
万
４
千
円
）
の
増
を

見
込
む

固
定
資
産
税
（
現
年
課
税
分
）

　

土
地
に
つ
い
て
は
地
価
が
下

落
傾
向
に
あ
る
た
め
、
前
年
度

比
２
・
８
％
（
１
億
６
４
４
８

万
８
千
円
）
の
減
、
家
屋
に
つ

い
て
は
０
・
８
％
（
４
９
４
９

万
円
）
の
減
、
償
却
資
産
に
つ

い
て
は
前
年
度
比
４
・
９
％（
１

億
８
７
６
２
万
９
千
円
）
の
増

を
そ
れ
ぞ
れ
見
込
む

市
た
ば
こ
税　

健
康
志
向
に
よ

る
喫
煙
率
の
低
下
な
ど
に
よ
り

販
売
本
数
は
減
少
傾
向
に
あ
る

も
の
の
、
県
と
市
の
間
の
税
率

調
整
に
伴
い
、
前
年
度
比
９
・

７
％
（
１
億
７
１
１
２
万
９
千

円
）
の
増
を
見
込
む

市
税
以
外

地
方
譲
与
税　

地
方
揮
発
油
譲

与
税
、
自
動
車
重
量
譲
与
税
は

前
年
度
比
４
・
７
％
（
４
千
万

円
）
の
減
を
見
込
む

利
子
割
交
付
金
、
配
当
割
交
付

金
お
よ
び
株
式
等
譲
渡
所
得
割

交
付
金　

総
額
で
前
年
度
比
14
・

９
％
（
２
千
万
円
）
の
減
を
見

込
む

地
方
消
費
税
交
付
金　

前
年
比

１
・
４
％
（
３
千
万
円
）
の
増

を
見
込
む

自
動
車
取
得
税
交
付
金　

エ
コ

カ
ー
補
助
金
終
了
に
よ
る
販
売

台
数
の
減
か
ら
、
前
年
度
比
７
・

７
％
（
２
千
万
円
）
の
減
を
見

込
む

地
方
特
例
交
付
金　

住
宅
借
入

金
等
特
別
税
額
控
除
分
の
減
収

補ほ
て
ん塡
に
つ
い
て
、
前
年
度
同
額

（
１
億
７
千
万
円
）
を
見
込
む

地
方
交
付
税　

前
年
度
同
額
の

普
通
交
付
税
36
億
円
、
特
別
交

付
税
６
億
円
、
総
額
42
億
円
を

見
込
む

国
庫
支
出
金　

児
童
手
当
負
担

金
、
生
活
保
護
費
負
担
金
お
よ

会計区分 平成25年度予算

国民健康保険 224億9 , 877万4千円

住宅新築資金等貸付 1 , 596万円

後期高齢者医療 16億7 , 704万7千円

八王子山墓園 5 , 591万8千円

介護保険 126億1 , 701万4千円

藪塚本町介護老人保健施設 2億7 , 952万4千円

太陽光発電事業 1億4 , 603万7千円

特別会計合計 372億9 , 027万4千円

水道事業会計 69億5 , 846万7千円

下水道事業等会計 69億2 , 934万6千円

企業会計合計 138億8 , 781万3千円

※（　）内は前年度比

義務的経費 381億6 , 640万6千円 （1 . 2％減）
人件費 138億9 , 484万1千円 （3 . 6％減）
扶助費 156億2 , 204万9千円 （0 . 0%）
公債費 86億4 , 951万6千円 （1 . 0％増）

投資的経費 81億838万5千円 （2 . 1％減）
普通建設事業費 81億838万4千円 （2 . 1％減）
（補助事業） 38億4 , 773万6千円 （63 . 4％増）
（単独事業） 42億6 , 064万8千円 （28 . 1％減）
災害復旧事業費 1千円 （0 . 0%）

その他経費 277億2 , 520万9千円 （1 . 8％減）
物件費 128億5 , 429万2千円 （3 . 1％増）
維持補修費 3億456万2千円 （7 . 7％増）
補助費等 65億4 , 358万9千円 （2 . 9％増）
その他 80億2 , 276万6千円 （12 . 1％減）

市債と公債費

特別会計・公営企業会計

歳出（性質別の内訳）

び
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

の
増
、
保
育
所
運
営
費
負
担
金

お
よ
び
公
立
学
校
施
設
整
備
費

補
助
金
の
減
な
ど
に
よ
り
、
前

年
度
比
１
・
０
％
（
８
２
３
２

万
４
千
円
）
の
増
を
見
込
む

県
支
出
金　

群
馬
県
安
心
こ
ど

も
基
金
事
業
交
付
金
の
増
、
児

童
手
当
負
担
金
お
よ
び
保
育
所

運
営
費
負
担
金
の
減
、
受
託
街

路
事
業
委
託
金
（
東
毛
幹
線
）、

妊
婦
健
康
診
査
支
援
事
業
補
助

金
お
よ
び
子
宮
頸け

い

が
ん
等
ワ
ク

チ
ン
接
種
緊
急
促
進
臨
時
特
例

交
付
金
の
皆
減
な
ど
に
よ
り
前

年
度
比
11
・
０
％
（
６
億
７
２

０
８
万
２
千
円
）
の
減
を
見
込
む

繰
入
金　

財
政
調
整
基
金
繰
入

金
を
前
年
度
同
額
（
15
億
円
）、

減
債
基
金
繰
入
金
を
前
年
度
同

額
（
３
億
３
５
０
０
万
円
）、

市
民
健
康
づ
く
り
基
金
繰
入
金

を
新
規
に
３
９
９
４
万
円
、
太

陽
光
発
電
事
業
特
別
会
計
繰
入

金
を
新
規
に
３
千
万
円
計
上
す

る
な
ど
に
よ
り
、
総
額
で
前
年

度
比
２
・
１
％
（
３
９
６
４
万

１
千
円
）
の
増
を
見
込
む

諸
収
入　

経
営
安
定
資
金
融
資

貸
付
金
や
小
口
資
金
融
資
貸
付

金
を
は
じ
め
と
す
る
制
度
融
資

な
ど
の
減
に
よ
り
、
前
年
度
比

18
・
３
％
（
９
億
４
２
３
８
万

３
千
円
）
の
減
を
見
込
む

市
債　

市
債
発
行
総
額
は
77
億

９
２
８
０
万
円
と
な
り
、
前
年

度
比
０
・
５
％
（
３
６
４
０
万

円
）
の
増
。
内
訳
は
合
併
特
例

債
29
億
７
６
４
０
万
円
（
前
年

度
比
38
・
７
％
増
）、
臨
時
財

政
対
策
債
34
億
１
千
万
円
（
前

年
度
比
３
・
２
％
減
）、
そ
の

他
の
市
債
14
億
６
４
０
万
円（
前

年
度
比
32
・
７
％
減
）
の
発
行

額
を
見
込
む
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